
 
 

「印紙税過誤納確認申請書」の記入の仕方 
  

○ 下の記載例を参考に記入してください。 

 【重要】提出先は、文書の作成場所を管轄する税務署です。 

 

 

                                    

 

 

 

還付金の振込は、申請者本人

名義の口座に限ります。 

【凡例】 

物件名 号 別 文書名（例） 

不動産の譲渡に 

関する契約書 
 １ １ 土地売買契約書 

請負に関する 

契約書 
 ２  工事請負契約書 

約束手形又は 

為替手形 
 ３  約束手形 

継続的取引の基本 

となる契約書 
 ７  取引基本契約書 

売上代金に係る 

金銭等の受取書 
１ ７ １ 領収証 

 

申請者の、 

①住所（法人の場合は本店所在地） 

②氏名（法人の場合は名称） 

③電話番号、 

④個人番号又は法人番号 

を記入してください。 

「過誤納となった理由」を

選択し、該当理由にチェック

してください。 

その他の場合には、理由を

簡記してください。 
 
※「過誤納となった理由」は、申請書裏

面を参照してください。 

記載例のように過誤納となった文書ごとに各項目を

記入してください。 

 

○ 区   分 ： 「１」 

○ 物 件 名 ： 右「凡例」を参考にしてください。 

○ 名   称 ： 過誤納となった文書の名称（表題等） 

○ 号   別 ： 右「凡例」を参考にしてください。 

○ 納付年月日 ： 文書の作成（記載）年月日 

○ 数    量 ： 過誤納となった文書の数 

○ 過誤納税額 ： 過誤納となった印紙税の税額 

 文書の作成場所が、申請者の住

所等と異なる場合には、作成場所

の住所と名称を記入して下さい。

文書の作成場所が明らかでない

場合には文書を所持している場

所の住所を記入してください。 

申請書３枚全てに申請者の

印鑑を押印してください。 

数量及び過誤納税額の合計

を記入してください。 

還付を受けようとする金融

機関を記入してください。 

申請書と併せて提出する過誤納と

なった文書の名称（表題等）を記入

してください。併せて文書の返却希

望の有無を記入して下さい。 


